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日比谷総合設備株式会社日比谷総合設備株式会社

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業
績を保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものであります。将来の業績
は、経営環境の変化等に伴い、本資料の予想数値とは異なる可能性があります。



2 0 0 52 0 0 5年年 33月期月期
決 算 の 概 要決 算 の 概 要



20052005年年33月期の決算概要月期の決算概要

売 上 高

営業利益

経 常 利 益

当期純利益

Ｒ Ｏ Ｅ

増減率（％）

▲19.7

－

▲67.7

▲58.3

▲2.7 

【【連結連結】】

ポイ
ント

１

540.7億円

▲0.1 億円

11.4 億円

9.2 億円

1.8 %

2004.3期実績

673.2 億円

20.9 億円

35.4 億円

22.1 億円

4.5 %

2005.3期実績



20052005年年33月期の決算概要月期の決算概要

売 上 高

営業利益

経 常 利 益

当期純利益

Ｒ Ｏ Ｅ

2004.3期実績

587.0 億円

17.4 億円

23.8 億円

12.5 億円

3.3 %

増減率（％）

▲ 22.9

－

▲ 76.8

▲ 70.3

▲ 2.3

【【単体単体】】

ポイ
ント

2005.3期実績

452.8 億円

▲ 0.9 億円

5.5 億円

3.7 億円

1.0 %

２



子会社・関連会社の子会社・関連会社の20052005年年33月期月期 決算概要決算概要

会 社 増減率（％）

▲11.5

2004.3期実績

105.3億円 93.2億円

2005.3期実績

３

区分

売 上 高

経常利益

当期純利益

▲55.21.1億円 0.5億円

▲82.00.9億円 0.2億円

項 目

日比谷通商

▲10.734.8億円 31.1億円売 上 高

経常利益

当期純利益

▲72.61.8億円 0.5億円

▲77.61.0億円 0.2億円

ニッケイ

子

会

社

※ 上記子会社２社の他、持分法適用の関連会社として、当社グループでは 日本メックス が

あります。（2005.3期実績：売上高 472.1 億円、経常利益 15.9 億円）

尚、連単倍率は 1.19 倍となります。



営業外損益 638

20052005年年33月期月期 損益計算書損益計算書

売 上 高

区 分 2004.3期実績

1,740

58,696

2,379

増減率（％）

1,249

▲ 22.9

－

▲ 76.8

▲ 70.3

【【単体単体】】

45,284

▲ 93

551

370

４

2005.3期実績

原価

総利益

総利益率

販管費

営 業 利 益

経 常 利 益

特別損益

法人税等

当 期 純 利 益

41,372
3,911
8.6 ％
4,005

645

168

349
32

1,162

52,823
5,873

10.0 ％
4,133

▲ 21.7
▲ 33.4

▲ 1.4 ﾎﾟｲﾝﾄ
▲ 3.1

1.0

415.9

▲ 70.0

（単位：百万円）



当期純利益増減要因当期純利益増減要因 【【単体単体】】

370

△620

＋127

1,249

＋814

＋6

△1,341

＋135

[単位：百万円]

５

②総利益率悪化

④営業外利益増加

⑥法人税等減少

①売上高減少

③販管費圧縮

⑤特別利益増加

①

②

③
④

⑤

⑥

2004.3期
実績

2005.3期
実績



266

96 116

123 118

243

（単位：億円）

2004.3期 2005.3期

４８５

空 調

衛 生

電 気

６

分野別分野別 受注高・売上高受注高・売上高 【【単体単体】】

４７７

受注高

321
237

141

93

125

123

売上高

2004.3期 2005.3期

空 調

４５３

５８７

衛 生

電 気



69
49

252274

143
176

（単位：億円）

４８５

ＮＴＴ
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

官 庁

民 間

７

顧客別顧客別 受注高・売上高受注高・売上高 【【単体単体】】

2004.3期 2005.3期

４７７

受注高

78

40

265
353

155

148

売上高

2004.3期 2005.3期

ＮＴＴ
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

官 庁

民 間
４５３

５８７



中期経営計画の進捗状況中期経営計画の進捗状況

■営業力強化による民間・官公庁受注の拡大
・民間受注高は前年比23%増、計画比では7%の減

・官庁受注高は前年比29%･計画比45%の大幅な減

■■ 営業力強化による民間・官公庁受注の拡大営業力強化による民間・官公庁受注の拡大
・民間受注高は前年比23%増、計画比では7%の減

・官庁受注高は前年比29%･計画比45%の大幅な減

■ 売上確保･原価低減等での必要利益の確保
・原価低減に努めたものの、売上高の大幅な減により
利益目標は未達成

■■ 売上確保･原価低減等での必要利益の確保売上確保･原価低減等での必要利益の確保
・原価低減に努めたものの、売上高の大幅な減により
利益目標は未達成

■ 成長市場・新規事業分野での実績作り
・ﾘﾆｭｰｱﾙ・I T活用・LCM・PFI等事業分野での実績

■■ 成長市場・新規事業分野での実績作り成長市場・新規事業分野での実績作り
・ﾘﾆｭｰｱﾙ・I T活用・LCM・PFI等事業分野での実績

８



2 0 0 52 0 0 5 年年 33 月 期月 期
事業領域の拡大事業領域の拡大



事業領域拡大の実績事業領域拡大の実績

ＢＢ ＡＡ ＳＳ

ﾘﾆｭｰｱﾙﾘﾆｭｰｱﾙ
ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ

建築設備工事建築設備工事
【【電気・衛生・空調電気・衛生・空調】】

ＰＰ ＦＦ ＩＩ

ＥＳＣＯ
リ ー ス

医療
福祉
医療医療
福祉福祉

環境
ｴﾈﾙｷﾞ
環境環境
ｴﾈﾙｷﾞｴﾈﾙｷﾞ

新事業方式新事業方式

ＩＩ ＴＴ 活用分野活用分野

成長分野成長分野

ＢＥＭＳＢＥＭＳ
保守保守
運用運用

ＬＣＭ分野ＬＣＭ分野

ﾋﾞﾙ・ｾｷｭﾘﾃｨﾋﾞﾙ・ｾｷｭﾘﾃｨ
ＩＩＰﾈｯﾄﾜｰｸＰﾈｯﾄﾜｰｸ

９



事業領域の拡大事業領域の拡大(1)(1)

Ｌａｔｔｉｃｅ ａｏｙａｍａ
（日土地青山ビル）

アーバンネット中野ビル

１０

リニューアル

ＬＣＭ分野

コンバージョン



事業領域の拡大事業領域の拡大(2)(2)

産学連携施設（大産学連携施設（大
学）学）

事務所ビル事務所ビル１ 事務所ビル事務所ビル２

ＬＣＭ分野

３Ｅ．ＳＵＰＰＯＲＴシステム を試験導入し、運転・検証中

１１



３Ｅ．ＳＵＰＰＯＲＴ システムシステム の紹介の紹介

３Ｅ．ＳＵＰＰＯＲＴ は
ビル全体の維持管理を
サポートし

Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ（環境）
建物内の環境改善

Ｅｎｅｒｇｙ（エネルギー）
省エネルギー、CO2削減

Ｅｃｏｎｏｍｙ（経済性）
維持管理コストの削減

を実現します。

システム・機器

計測ポイントなど

データ収集
管理装置

調整手入れ

現地調査

広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

オーナー

建物管理者

機器メーカー

修繕

診断・解析

管理対象建物

診断

解析

サービスセンター

提案
報告書

ビル設備のＬＣＭ（ライフサイクル・マネージメント）サポートシステム

１２



事業領域の拡大事業領域の拡大(3)(3) ＩＴ活用分野ＩＴ活用分野

１３

■自社開発・オープンＢＡＳ
LONWORKS技術を活用した
分散制御型ｵｰﾌﾟﾝBAS
（Building Ａutomation System）

■ IＰネットワーク
WEBによるテナントサービス提供

■ ＢＥＭＳ導入
ｵｰﾌﾟﾝBASを活用し緻密なｴﾈﾙｷﾞｰ管理

「ＮＥＤＯ・ＢＥＭＳ導入支援」対象事業
（Building & Energy Management System）

オランダヒルズ森タワー



事業領域の拡大事業領域の拡大(4)(4)

東北大学東北大学 学生寄宿舎学生寄宿舎

事業期間事業期間 (2007.3(2007.3～～2019.3)2019.3)
受注受注 2005.3.2005.3.

【特別目的会社（ＳＰＣ）の構成員として参画】

ＰＦＩ事業

岐阜大学岐阜大学 総合研究棟総合研究棟

事業期間事業期間 (2005.3(2005.3～～2018.3)2018.3)
竣工竣工 2005.2.2005.2.

１４
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事業計画の概要事業計画の概要



20062006年年33月期月期の計画の計画

売 上 高

営業利益

経常利益

当期純利益

Ｒ Ｏ Ｅ

2006.3期計画 増減率（％）

【【連結連結】】

635億円

11億円

21億円

14億円

17.5

－

83.7

52.0

2.8 % 1.0 ポイ
ント

１５

2005.3期実績

540.7億円

▲ 0.1億円

11.4億円

9.2億円

1.8 %



20062006年年33月期月期の計画の計画 【【単体単体】】

１６

売 上 高

営業利益

経常利益

当期純利益

Ｒ Ｏ Ｅ

20.4

－

181.8 

123.7 

1.3 ポイ
ント

545 億円

10 億円

15.5 億円

8.5 億円

2.3 %

452.8 億円

▲ 0.9 億円

5.5 億円

3.7 億円

1.0 %

2006.3期計画 増減率（％）2005.3期実績



子会社・関連会社の子会社・関連会社の20062006年年33月期月期 計画計画

会 社 増減率（％）

20.4

2005.3期実績

93.2億円 112億円

2006.3期計画

１７

区分

売 上 高

経常利益

当期純利益

100.00.5億円 1.0億円

246.70.2億円 0.5億円

項 目

日比谷通商

2.731.1億円 32億円売 上 高

経常利益

当期純利益

－0.5億円 0.5億円

－0.2億円 0.2億円

ニッケイ

※ 上記子会社２社の他、持分法適用の関連会社として、当社グループでは 日本メックス が

あります。（2006.3期 計画 ： 売上高 500 億円、経常利益 16 億円）

尚、連単倍率は 1.17 倍となります。

子

会

社



60

252 260

49

176
230

（単位：億円）

顧客別受注高顧客別受注高

４７７

５５０
６００６００

ＮＴＴ
グループ

官公庁

民間

【単体】

１８

2005.3期 実績 2006.3期 計画 2007.3期 目標



55

265 290

40

148

200

（単位：億円）

顧客別売上高顧客別売上高

４５３

５４５
５８０５８０

ＮＴＴ
グループ

官公庁

民間

【単体】

１９

2005.3期 実績 2006.3期 計画 2007.3期 目標



20億円

-0.9億円

10億円

8.6％

9.5％

10.0％

3.4％

1.9％

-0.2％

-5

0

5

10

15

20

25

30

[億円]

-2

0

2

4

6

8

10

12

[ ％ ]

営業利益・営業利益率・総利益率営業利益・営業利益率・総利益率

総利益率

営業利益率

【【単体単体】】

2005.3期実績 2006.3期 計画 2007.3期 目標

２０

営業利益



20062006年年33月期の施策月期の施策



重点施策項目重点施策項目

■民間工事の受注拡大■■ 民間工事の受注拡大民間工事の受注拡大

■工事コストの低減■■ 工事コストの低減工事コストの低減

■ 人事制度の改革■■ 人事制度の改革人事制度の改革

２１



■■ 民間工事の受注拡大民間工事の受注拡大

◆既存顧客の受注拡大と新規顧客の開拓◆◆ 既存顧客の受注拡大と新規顧客の開拓既存顧客の受注拡大と新規顧客の開拓

◆ 川上営業の展開による受注条件の改善◆◆ 川上営業の展開による受注条件の改善川上営業の展開による受注条件の改善

◆ リニューアル 工事の受注拡大◆◆ リニューアルリニューアル 工事の受注拡大工事の受注拡大

２２



■■ 工事コストの低減工事コストの低減

◆工事要員配置の弾力化◆◆ 工事要員配置の弾力化工事要員配置の弾力化

◆ 協力会社の体制・購買方法の見直し◆◆ 協力会社の体制・購買方法の見直し協力会社の体制・購買方法の見直し

◆ 徹底したプロジェクト管理の実施◆◆ 徹底したプロジェクト管理の実施徹底したプロジェクト管理の実施

２３



■■ 人事制度の改革人事制度の改革

◆成果・業績を重視した人事・給与制度の導入

・成果・業績を達成した社員の頑張り度に報いる

◆◆ 成果・業績を重視した人事・給与制度の導入成果・業績を重視した人事・給与制度の導入

・成果・業績を達成した社員の頑張り度に報いる・成果・業績を達成した社員の頑張り度に報いる

◆ 有技者の積極確保のための新たな雇用制度の導

入 ・社外有技者及び定年後の社内有技者の確保

◆◆ 有技者の積極確保のための有技者の積極確保のための新たな雇用制度の導新たな雇用制度の導

入入 ・社外有技者及び定年後の社内有技者の確保・社外有技者及び定年後の社内有技者の確保

◆ 高年齢雇用安定法を先取した再雇用制度の見直

し ・年金受給開始年齢の延長を睨んで

◆◆ 高年齢雇用安定法を先取した再雇用制度の見直高年齢雇用安定法を先取した再雇用制度の見直

しし ・年金受給開始年齢の延長を睨んで・年金受給開始年齢の延長を睨んで

２４



資本政策資本政策及び及び投資投資・資金活用・資金活用



資本に関する政策資本に関する政策

■配当政策
・ 長期の安定配当を継続する
・ 2006年3月期は創立40周年の記念配当を予定

■■ 配当政策配当政策
・ 長期の安定配当を継続する
・ 2006年3月期は創立40周年の記念配当を予定

■ 自己株式の取得等
・ 2005年3月期に約103万株を取得、200万株を消却
・ 2006年3月期も一定数の取得を予定

■■ 自己株式の取得等自己株式の取得等
・ 2005年3月期に約103万株を取得、200万株を消却
・ 2006年3月期も一定数の取得を予定

２５



投資・資金の活用投資・資金の活用

■研究開発への投資

・環境・ｴﾈﾙｷﾞｰや Ｉ Ｔ活用など、事業領域拡大分野

の研究開発に積極的に投資

■■ 研究開発への投資研究開発への投資

・環境・ｴﾈﾙｷﾞｰや Ｉ Ｔ活用など、事業領域拡大分野

の研究開発に積極的に投資

■ 提携、Ｍ＆Ａ等への資金活用

・ソフトアライアンスからＭ＆Ａまでを幅広く対象とし

技術・事業提携や新規事業会社設立までを検討

■■ 提携、Ｍ＆Ａ等への資金活用提携、Ｍ＆Ａ等への資金活用

・ソフトアライアンスからＭ＆Ａまでを幅広く対象とし

技術・事業提携や新規事業会社設立までを検討

２６



資金活用による事業領域の拡大資金活用による事業領域の拡大

総合建築設備工事業総合建築設備工事業 周辺分野への事業拡大周辺分野への事業拡大

◆営業・工事・フォロー体制

◆ 施工・設計・評価解析技術

◆ 品質保証･安全管理体制

事業基盤の維持･向上 投資・資金の活用投資・資金の活用

事業分野
の拡大

既存事業
の強化

● 研究開発、共同研究等

● 技術導入、事業連携等

● 資本提携、Ｍ＆Ａ等

● 研究開発、共同研究等

● 技術導入、事業連携等

● 資本提携、Ｍ＆Ａ等

環環 境境

ｴﾈﾙｷﾞｰｴﾈﾙｷﾞｰ ＩＩ ＴＴ

電電 気気

衛衛 生生 空空 調調 電電 気気

衛衛 生生 空空 調調

２７




